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［Abstract］  

The object of this paper is to illustrate nationalism with charts, referring to the Nolan Chart. Nationalism conflict and debate 
about it among Japan, Korea, and China has mainly focused upon the war-responsibility issue of Japan. It is surely an important 
issue, however rising of strong nationalism of Korea and China requires a different point of view but post-colonial approach. 
Nationalism is always interconnected with economic/social ideological debates, typically debates among neo-liberalists, social 
democratists and communitarians. Not only Japanese but Korean and Chinese nationalism also should be analyzed in relation 
to local ideological debates, as these countries are increasing their presence in international relations and trade as independent 
semi-developed countries. However nationalism of these three countries cannot be properly plotted within the Nolan Chart’s 
two-dimensional map because each of them still has vestiges of decolonializing nationalism. This paper argues 
three-dimensional chart is necessary to map the three nationalisms, mapping the difference between decolonializing 
nationalism and “usual” nationalism, and also the potential local conflict between two types of nationalism within each country.  
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はじめに：情報化と民主化 

 ナショナリズムを普遍的に定義することは、おそらく不可能である。ナショナリズムをめぐる議論は、それぞ

れの国内のイデオロギー布置の影響を多分に受けつつ行われる。何がナショナリズムであるか、また何が悪しき

行き過ぎたナショナリズムで、何が良き愛国心であるのか、というような点は、個別の歴史的文脈の上で、それ

ぞれの国内に閉じた形で論じられる。たとえば日本においては、「韓国・中国に好感を持っている／いない」「憲

法改正に賛成／反対」というような質問項目が、「日本のナショナリズム」と関係するという命題が存在し、「実

証的」な社会意識研究などにおいても広く採用されている。

 しかし一般的に、隣国同士には安全保障や経済的・領土的権益における対立関係と歴史的軋轢が形成されるこ

とが多く、相互に良くないイメージを持つ国民の多いこと自体は、ヨーロッパにおいても東南アジアにおいても

極めてありふれたことである。日本において韓国・中国に好感を持っているか否か、あるいは韓国において日本

に好感を持っているか否かという変数が「ナショナリズムの強弱」と相関するという命題は、それぞれの国内に

おいて自閉的に醸成されてきた左右対立の構図を前提としており、普遍的なものではない。また、日本のナショ

ナリズムはしばしば、日本国内においても韓国や中国においても「植民地主義」「覇権主義」という文脈で語られ

るが、もし日本のナショナリズムを植民地主義の残滓の強弱で計るとするなら、日本の植民地主義の復興を唱え

る者は、韓国人や台湾人を「外国人」と見ずに「自国民」と考えるはずであり、現実に植民地主義が進行してい

た当時にも存在していた人種主義者であれば「国内の二級市民」と考えるはずである。日本のナショナリズムは、

植民地主義の歴史と直線的に関係するものではなく、戦後日本の政治・経済・思想がたどった錯綜した経緯をあ

る程度知らなければ、解釈ができない。

 筆者は以前、において、特に日韓中の間でナショナリズムが「歴史問題」のみに託して論じられていること、

またその際に、相手国内の政治的多元性、社会的多様性を等閑視したまま、国と国との争いとしてのみ「ナショ

ナリズム」を解釈するという認識枠組みを批判した１。
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 そこで主に着目したのは、以下の点だった。他国から見ると一枚岩に見える日韓中それぞれの内部には、戦後

（韓国・中国にとっては建国後）、激しい左右のイデオロギー対立が存在してきた。典型的には、左右の理念対立

は以下のような構図にあった。まず、市民の政治参加を一定程度抑圧してでも、工業化・経済開発を優先するこ

とに政治的正当性があると主張する体制があり、国民からも一定程度の支持を得ていた。本稿ではこうした体制

およびイデオロギーを「開発主義」と呼ぶ。これに対し、市民の政治参加、つまり「民主化」を訴える反体制勢

力によって担われる「ラディカリズム」が存在し、両者の間に左右対立が形成されてきた。ナショナリズムとい

う概念はこれら左右それぞれに関連するものであり、左右はそれぞれ対照的な「あるべき国家像」を当該国内で

唱えるイデオロギーでもあった。そして日韓中の三カ国は、その建国の推移に互いの存在が深く絡まりあってい

るからこそ、左右それぞれのナショナリズム・イデオロギーに互いの存在を流用していくこととなった。ここに

おいて、相互イメージと国内の左右対立は密接に絡まり合うこととなった。

 この一種の均衡状態は、「情報社会化」という社会変動により、揺らぐこととなる。国際環境の変化、経済的条

件の改善などを経て、「開発主義」と「ラディカリズム」という既存の左右対立の拠って立っていた前提そのもの

が消失していく。並行して、インターネットを始めとする新しいメディアが、既存の政府・マスコミに留まらな

い多様な「小集団」の意思表示を可能にすることで、左右に二極化していた政治的対立軸が、多元化し、細分化

されていく。これらの多様な主体が、左右双方を「既得権益」とみなし、この構図そのものを批判し相対化して

いくこととなる。

 しかし、この動きがナショナリズムとどうつながるかという問題に対し、現在に至るまで説得力のある解釈枠

組みは提示されていない。それ以前に、日韓中の間では、そもそもそれ以前に強固に存在した左右対立と、ナシ

ョナリズムをどう関連付けて考えるかについても、合意が存在するとは言いがたい。

 本稿では、以上の問題関心を踏まえて、政治理念とナショナリズムの関係を比較して考察してみたい。まず、

アメリカのイデオロギー・マップとして知られるノーラン・チャート２を使って、理念的なナショナリズムの志

向性の分類を試みる。次に、日韓中それぞれに存在する類似のチャートを用いて、それぞれの国内における「左

右対立」の概観を試みる。その上で、ナショナリズムを統一の基準で論じるためには、これらの国別の図ではな

く、別様の図式、しかもノーラン・チャートの二次元の図では不十分であり、変数を一つ増やした三次元の立体

図でなければ把握ができないことを主張する。その上で、既存の左右の双方を否定するような、情報社会化の中

で活発化する小集団の発言を図の中に位置づけた後、末尾において今後のこの地域のナショナリズムについて考

察する際の若干の提言を行いたい。

1 後発国のナショナリズムとその多元化 

1.1 ナショナリズムの理論 

 近年におけるナショナリズムの研究は、「国家」としばしば同一視され、独自の概念として理論的に位置づけら

れてこなかった「国民」という社会的カテゴリーの歴史的由来をめぐるものが主流だった。なかでも重視された

のは、「国民」と「民族」というカテゴリーとの錯雑した関係を、いかに解釈するかという論点だった。

 ナショナリズム研究の初期の大家とされるE.ゲルナーは、簡潔に「ナショナリズムとは、第一義的には、政治

的な単位と民族的な単位とが一致しなければならないと主張する一つの政治的原理である」３と定義している。

彼によればナショナリズムは、産業社会化としての近代化過程に固有の現象であり、それ以前には存在しない。

農村社会から産業社会への移行が、旧来の秩序の揺らぎと流動化をもたらし、そこから官僚制的統治組織として

の新しい秩序が立ち上がっていく過程が国家の生成である。その中で人々は平等欲求を持ち、「読み書き能力」、

つまり高等教育という新しい明確な基準による選別を求めるようになる。この平等欲求が、民族的差異によって

阻まれていると民族的少数者の側が思う時に、民族間の軋轢が現実化することとなるとされる。

 ゲルナーが確立したナショナリズム論は、その後彼の弟子筋に引き継がれていき、その途上で大きな論争の的

ともなってきた。中でも、ゲルナーの議論をかなりの程度受け継いだB.アンダーソンと、両者を批判するA.スミ

スの対立がよく知られている。

 まずアンダーソン４の「想像された共同体」という概念は、ゲルナーの関心を受け継いで、「知識人」という新

たなエリート階層の社会的機能に着目するが、産業化にともなう物質的変化よりも、国民意識という「想像力」

の出現を重視する。出版資本主義の登場により、共通の俗語と、新聞などによる時間的感覚を共有するものとし

て、「想像された」人類学的カテゴリーとして生まれたのが「国民」である。
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 他方でスミス５は、産業社会化にともなう、農業社会との「断絶」を強調するゲルナーやアンダーソンと、前

近代から脈々と続く共同体の延長上に国家を考える伝統主義とを、共に批判した。彼によれば、国民とは近代に

発生したカテゴリーであるが、ゲルナーの主張するように産業化にともなう変動のみがその形成要因だったので

はなく、「伝統」に基づく民族的紐帯（エトニ）を資源として利用しなければ形成されなかったものであると論じ、

近代主義的なナショナリズム論に修正を迫った。

 ゲルナーを始祖とするナショナリズム論は、「国民」というカテゴリーが発生する世界史的な起源を論じるもの

である。それが要請されたのは、「国民」が実在する重要なカテゴリーであるにも関わらず、「国家」「階級」のよ

うに社会理論において定義されないままだった状況への異議申し立ての意図があった。アンダーソンが述べてい

たように、ナショナリズムとは、イデオロギー、経済、階級、民族的差異といった、既存の概念体系では把捉の

できない「亡霊」のようなものだった。 

 こうした発生論的な分析を、北東アジアにおいて行うことも、理論的には可能である。しかし現在のところ、

日韓中それぞれの政治状況は、冷戦期に形成されたイデオロギーが厳然と生きていて、ナショナリズムとはそれ

との関わりで考えざるを得ない問題である。また、政治学、社会学、国際関係論といった旧来のディシプリンに

収まらない、やや傍流の思想だったナショナリズム論が世界的に注目を集め始めた背景として、東欧の共産主義

政権が相次いで崩壊すると同時に、民族間の激しい対立を招いた 1989 年というタイミングを無視することはで

きない６。ヨーロッパの内部で民族問題を噴出させたこの過程において、「民族」と「国民」の一致を自明視する

思考が批判され、「国民」というカテゴリーを理論的に捉えなおす動きが活発化した。

 しかし、東欧崩壊を受けた国民国家を相対化するという知的作業は、北東アジアにはあまり大きな影響を及ぼ

さなかった。その背景にはまず、韓国・中国がともに「分断国家」であり、現実にいまだ「民族」と「国民」の

境界が一致しておらず、またその事実が彼らの自己認識にも大きく影響していることがある。その中での「国民」

とは、「亡霊」として人々の思考を規定する茫漠とした想念ではなく、極めて具体的な存在としてその完成が希求

されてもいる。さらに中国は、2010年初頭現在、現存する社会主義勢力であり、ヨーロッパでは東欧革命とソ連

崩壊で破綻したとされる社会主義型の少数民族政策を現在でも行っている。また日本は、かつて帝国主義を標榜

しつつずさんな運営から自滅した経緯を持ち、「分断国家」という認識はほぼ存在しないものの、しかし戦後の歴

史に大きく影響したアメリカに対する認識との関わりでは、みずからを「従属国家」とみなす思考がいまだ見受

けられる。こうした状況において、東欧崩壊を契機とした、「国民」と「民族」の同一性を相対化するという知的

関心が、北東アジア地域において共有されることはなく、あったとしても各国内のローカルな左右対立構図に大

きく翻訳された形でしかなかった。

 北東アジアのナショナリズムに関する研究は、それが「形成途上」であるとするのか、それとも相対化すべき

「国民」であるのかと考えるかに、大きな分岐点が存在する。「分断国家」においては後者の思考が生まれにくく、

「脱植民地ナショナリズム」の延長上にある前者の関心の比重を重くなるだろう。

 この分岐点は、当該国を、アメリカや日本を旧宗主国とする旧植民地秩序の中に位置づけるのか、それとも植

民地— 宗主国という垂直的な関係ではなく、貿易・国際協力・安全保障をめぐる水平的関係に移行していると見

るのかの分岐にもつながる。大まかに、韓国については 1960〜70 年代、中国については 1970〜80 年代に、日

本をはじめ外国からの援助資金や外国資本を積極的に導入した時期、ある種の「従属構造」は現実に存在してい

たし、そうした観点からの研究も数多く存在した。しかしすでに各国が高度成長を成し遂げた現在、ラテンアメ

リカ諸国で 70 年代に論じられた「従属理論」が、北東アジアにも当てはまると主張するのは難しい。現在の北

東アジアは、技術集積度の差異などはあるにしても、対等かつ水平的な関係にあると想定せざるを得ないだろう。

にも関わらず「脱植民地ナショナリズム」の残滓が色濃く見られるという両義的な状況を、分析的に捉え返さね

ばならない。

1.2 開発主義の前史と脱植民地主義あるいは後発工業化 

 では、いまだ自国を形成途上とする後進国のナショナリズムに対して、どういう分析枠組みがあるのだろうか。

 末廣昭７は、「キャッチアップ型工業化」をとる途上国のナショナリズムを、歴史的経緯を踏まえつつ「経済ナ

ショナリズム」と「開発主義」の二つに分類している。東南アジアを主なフィールドとする彼によれば、植民地

解放の後成立した新興国の経済運営は当初、外国資本を排除した上で、国営・公営企業を活用した工業化を志向

する「経済ナショナリズム」にもとづいていた。しかし技術力などが決定的に不足した状態でのこうした開発は

失敗し、インフレ、工業生産の停滞、さらに汚職や腐敗が大きな混乱を招く。これが、建国と同時に輸入された

西欧的な議会制民主主義に対する批判を軍や指導者に喚起し、クーデターや一党独裁により政党政治や選挙を大
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